
ビル＆メリンダ・ゲイツ財団の請求書データ分析結果
APC価格の推移 2016-2019

• ビル＆メリンダ・ゲイツ財団からAPC助成を受けた3,268本の査読付論文(720ジャーナル・90社)について、同財
団が公開した請求書データを分析した結果。

• 平均費用は、1本あたり 2,755ドル。

• 2016-2019年のOAのみの出版社の平均年間APC増加率は約3％、従来の出版社の平均年間APC増加率は約10％。

• 割引や免除後の額を反映した実際の支払い額を表示している。APCの支払いを必要としない論文は含まれない。

出典：Guest Post — Transparency: What Can One Learn from a Trove of Invoices? （2019）
https://scholarlykitchen.sspnet.org/2019/11/07/guest-post-transparency-what-can-one-learn-from-a-trove-of-invoices/ 1
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ビル＆メリンダ・ゲイツ財団の請求書データ分析結果OA
ジャーナル選択率の変化2016-2019

• 2016年にフルOAジャーナルで出版することを選んだ著者は22％。

• 2019年には50％に増加。

出典：Guest Post — Transparency: What Can One Learn from a Trove of Invoices? （2019）
https://scholarlykitchen.sspnet.org/2019/11/07/guest-post-transparency-what-can-one-learn-from-a-trove-of-invoices/ 2



ビル＆メリンダ・ゲイツ財団の請求書データ分析結果
非営利出版と営利出版のAPC金額の比較

• 15以上の論文がある出版社をデータセットから抽出して比較。

• 非営利出版社、営利出版社のいずれについても、低額なAPC・高額なAPCの例がある。

出典：Guest Post — Transparency: What Can One Learn from a Trove of Invoices? （2019）
https://scholarlykitchen.sspnet.org/2019/11/07/guest-post-transparency-what-can-one-learn-from-a-trove-of-invoices/
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OpenAPC登録値集計
APC支払平均額の推移（2015-2018）

出典：OpenAPC
https://treemaps.intact-project.org/apcdata/openapc/
2020年7月10日ダウンロードデータ使用 （注）2019年のデータはまだ登録数が少ないため、2018年までのデータを計上。
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（ユーロ）

・ OpenAPCは、ドイツのビーレフェルト大学やマックス・プランクデジタルライブラリが設立したAPCの透明性に
関するインフラ構築プロジェクトINTACTの一環として行われている活動。

・ 大学や研究機関が実際に支払ったAPCのデータを登録・公開している。
・ APC支払平均額は、純粋なオープンアクセスジャーナル（フルOA)では、上昇傾向にあり、2018年には2015年の

約1.1倍。ハイブリッドでは、2018年には2015年の約１倍。



OpenAPC登録値集計
APC支払平均額の推移：主な出版社別 (2015-2018)
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（ユーロ）

出店：OpenAPC
https://treemaps.intact-project.org/apcdata/openapc/
2020年7月10日ダウンロードデータ使用 （注）2019年のデータはまだ登録数が少ないため、2018年までのデータを計上

・ APC支払平均額は概ね上昇傾向。
・ Frontiers Media SA （フルOA)では、2018年は2015年に比べて約1.5倍に、Public Library of Science（PLoS)

（フルOA)では約1.１倍、Elsevier（ハイブリッド）では約1.２倍。
・ APC支払平均額が下降している出版社もある。



論文公表実態調査報告 2019年度（JUSTICE）
APC支払推定額の推移および各年の内訳
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• 論文公表実態調査報告は、JUSTICEにおいてClarivate Analytics提供の国立情報学研究所向けWeb of Science論文
メタデータファイルを基にJUSTICEが独自に調査して作成したデータを付加して分析した調査。

• 下の図は、国内機関所属の著者がReprint Authorとなった論文（2012年～2017年）を抽出し、フルOA論文、ハイ
ブリッドOA論文のAPC支払推定額を出版年別に集計したもの。

• APC支払推定額（フルOA論文とハイブリッドOA論文の合計）は2012年から2017年の間に3倍以上に増加。

• 毎年の増減には外国為替の変動（円高／円安）も影響していると考えられる。

出典：論文公表実態調査報告 2019年度（公開版）（2020）
https://www.nii.ac.jp/content/justice/documents/2019_ronbunchosa.pdf
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論文公表実態調査報告 2019年度（JUSTICE）
フルOA論文へのAPC支払推定額（2017年, 上位10社）

出典：論文公表実態調査報告 2019年度（公開版）（2020）
https://www.nii.ac.jp/content/justice/documents/2019_ronbunchosa.pdf 7

・ フルOA 論文へのAPC支払推定額の上位10社（2017年）。
・ フルOA論文は、すべての論文をオープンアクセスで掲載する学術雑誌（Full Open Access Journal：フルOA誌）

に掲載された論文。



論文公表実態調査報告 2019年度（JUSTICE）
ハイブリッドOA論文へのAPC支払推定額（2017年,上位10社）

出典：論文公表実態調査報告 2019年度（公開版）（2020）
https://www.nii.ac.jp/content/justice/documents/2019_ronbunchosa.pdf 8

・ ハイブリッドOA 論文へのAPC支払推定額の上位10社（2017年）。
・ ハイブリッドOA論文は、フルOA誌ではなく購読料を支払うことによって電子ジャーナルが利用できる学術雑誌
（購読型雑誌）に掲載された論文で、著者の意思で（主にAPCを支払うことによって）OAで公開されている論文。



論文公表実態調査報告 2019年度（JUSTICE）
ブロンズOA論文数（2017年, 上位10社）

出典：論文公表実態調査報告 2019年度（公開版）（2020）
https://www.nii.ac.jp/content/justice/documents/2019_ronbunchosa.pdf 9

・ ブロンズOA論文数の上位10社（2017年）。
・ ブロンズOA論文は、購読型雑誌に掲載された論文で、著者の意思とは関係なく出版社のサイトで無料公開されて

いるが、OAライセンスが付与されていない論文。ブロンズOA論文には、掲載後一定期間を経てOAとなる遅延型
のOA論文なども含む。



論文公表実態調査報告 2019年度（JUSTICE）
公表論文数（2017年，JUSTICE会員館上位1-10機関）

出典：論文公表実態調査報告 2019年度（公開版）（2020）
https://www.nii.ac.jp/content/justice/documents/2019_ronbunchosa.pdf 10

• 公表論文数を著者所属機関別に集計したもの。JUSTICE会員館上位1～10機関（2017年）。



論文公表実態調査報告 2019年度（JUSTICE）
公表論文数（2017年，JUSTICE会員館上位11-20機関）

出典：論文公表実態調査報告 2019年度（公開版）（2020）
https://www.nii.ac.jp/content/justice/documents/2019_ronbunchosa.pdf 11

• 公表論文数を著者所属機関別に集計したもの。JUSTICE会員館上位11～20機関（2017年）。



論文公表実態調査報告 2019年度（JUSTICE）
公表論文数主題別比率

出典：論文公表実態調査報告 2019年度（公開版）（2020）
https://www.nii.ac.jp/content/justice/documents/2019_ronbunchosa.pdf
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• 2012年から2017年に出版された論文を主題別に集計し、公表論文数主題別の比率の推移を表したもの。



論文公表実態調査報告 2019年度（JUSTICE）
ゴールドOA論文数主題別比率

出典：論文公表実態調査報告 2019年度（公開版）（2020）
https://www.nii.ac.jp/content/justice/documents/2019_ronbunchosa.pdf 13

• 2012年から2017年に出版された論文を主題別に集計し，公表論文数のうちゴールドOA論文数の主題別比率の推移
を表したもの。

• 医学は公表論文数でも30%以上と1位だが、ゴールドOA論文数ではさらに50%近くを占める。

• 生物学は公表論文数では3位だが、ゴールドOA論文数では20%近くと工学、物理学よりも比率が高い。



論文公表実態調査報告 2019年度（JUSTICE）
公表論文数主題別APC支払推定額（2017年）
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出典：論文公表実態調査報告 2019年度（公開版）（2020）
https://www.nii.ac.jp/content/justice/documents/2019_ronbunchosa.pdf
※本資料のAPC 支払推定額は、クラリベイト・アナリティクス・ジャパン株式会社より使用許諾を得た上で使用しています。 14

• ひとつの論文に主題を複数付与していた時期と主題をひとつだけ付与していた時期があるため、複数年比較はせず、
主題をひとつだけ付与していた時期である2017年のみ抽出したもの。

単位：千円



論文公表実態調査報告 2019年度（JUSTICE）
主題別ゴールドOA論文率推移

出典：論文公表実態調査報告 2019年度（公開版）（2020）
https://www.nii.ac.jp/content/justice/documents/2019_ronbunchosa.pdf
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• 2012年から2017年の論文について、主題ごとのゴールドOA論文率（公表論文数に占めるゴールドOA論文数の割
合）の推移。

• 心理学、医学、生物学、地球科学でゴールドOA論文率の伸びが大きい。



京都大学論文投稿料支払状況2016-2018 (速報版)

出典：京都大学におけるオープンアクセス費
(APC)・論文投稿料 支払状況2016-2018
(速報版)（2019）
http://hdl.handle.net/2433/245219 16

• 2016年度：財務会計システムから、摘要欄に「論文投稿料」と入力されたデータを抽出し集計。学会参加費等、
オープンアクセスにかかるAPC以外の経費が含まれている可能性有り。

• 2017・2018年度：財務会計システムから、摘要欄に「論文」、「オープンアクセス」、「Open Access」のいず
れかを含むデータを抽出し、集計。論文投稿・掲載に関係しないデータは除外しているが、APCではない論文投稿
料も含んでいる。現時点での推計値であるため、変動の可能性有り。



出典：伊神正貫, 阪彩香, 富澤宏之 (2017) 「論文を生み出した研究活動に用いた資金と人的体制－2004～2012年に出版された論文の責任著者を対象
にした大規模 質問票調査の分析(論文実態調査)－」NISTEP DISCUSSION PAPER No.146 文部科学省科学技術・学術政策研究所
DOI: http://doi.org/10.15108/dp146 

各年度における職務別基盤的研究経費
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・ NISTEPにおいて、2004～2012年に出版された日本論文の責任著者を対象に、論文を生み出した研究活動に
用いた資金と人的体制を問う調査（論文実態調査）を実施したもの(回答者数は約1.1万名、回答率53%)。

・ 概要図表14は2000年、2005年、2013年時点における基盤的研究経費の配分状況を職階・地位別にまとめた結果。
なお、基盤的研究経費とは、機関が教員や研究員に経常的に配分する研究費とし、個人が外部から獲得する研究
費及び人件費は含まない。講師クラスや助教クラスで「配分された」と答えたのは2～3割に留まる。

・ 概要図表15は(a)大学等(国立大学等、公立大学、私立大学)と(b)国立大学等の基盤的研究経費の配分状況の時系
列変化を職階・地位別に示したもの。講師クラスや助教クラスは60万円～40万円前後。



個人研究費の規模

出典：第8期研究費部会（第8回）資料３－１「個人研究費等の実態に関するアンケート」について（調査結果の概要）」

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu4/037/shiryo/__icsFiles/afieldfile/2016/08/16/1375827_04.pdf

・「個人研究費等の実態に関するアンケート」は平成 27 年度の科研費採択件数上位 200 位以内の 大学・大学共同利用機関法
人に所属する科研費応募資格者から無作為抽出した研究者約 10, 139 名（各機関約 50 名）を調査対象として実施。
実施時期は平成 28 年 7 月 4 日～ 7 月 15日。有効回答は3,646 件（回答率 36％）。

・「個人研究費」の定義は、所属機関から、当該研究者に対し、自由な研究活動の実施及び研究室等の運営のために支給される
資金（又は使用可能額として示されるもの）であって、科研費をはじめとする外部資金ではない資金。
また、その資金から「光熱水費」や「ジャーナル経費」など共通的に控除される経費を除き、個人の裁量で使用できる資金。

・ 年間の個人研究費は、約6割が50万円未満。職位別にみると、講師では約7割、助教では約6割、助手では約7割が50万円未満。
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日本全体研究者に対する競争的資金と採択時年齢の関係（2017）

・若手研究者は相対的に競争的資金の獲得額（平均額）が少ない。

出典：総合科学技術・イノベーション会議（第４８回）参考資料1研究力強化・若手研究者支援総合パッケージ参考資料 （文部科学省一部改変）
https://www8.cao.go.jp/cstp/siryo/haihui048/sanko1.pdf
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APCを含む論文投稿・出版等の支援に関する情報（一例） ①
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大学名 設置区分 年度 支援金額 備考

横浜国立大学 国立 2020 最大20万円

A) Journal Impact Factorランク（分野別）上位25%に属する
ジャーナルへ投稿される学術論文
対象：同大学所属の常勤教員（特任教員含む）

B) 上記ランク（分野別）上位50%に属するジャーナルへ投稿され
る学術論文

対象：同大学所属の常勤教員（特任教員含む）のうち2020年
4月1日時点で45歳以下の教員

新潟大学 国立 2020 最大10万円
レフェリーシステムが確立した英文誌に掲載が決定した論文
対象：同大学の専任及び特任の准教授・講師・助教のうち、平成31年4月
1日現在で４５歳以下の者

大阪大学 国立 ~現在 平均28万円

Scopusに収録されているOA誌（ゴールドOA誌のみ）に投稿し採録
された英語論文
対象：同大学教員 ※詳細は学内限定ページのため不明

出典：
横浜国立大学：https://www.ripo.ynu.ac.jp/researcher/result/PublicationFeeSupport/
新潟大学：https://www.niigata-u.ac.jp/university/about/form/cost/
大阪大学：http://hdl.handle.net/11094/73727

・国内の大学で実施されているAPCを含む論文投稿・出版等の支援に関する情報の一例。（OA論文以外も支援の対象）



APCを含む論文投稿・出版等の支援に関する情報（一例） ②
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大学名 設置区分 年度 支援金額 備考

徳島大学 国立 2020 最大30万円

査読が行われる英文の学術雑誌（投稿規定や編集委員の情報など
が英文で公開されていること）であり、論文、もしくは論文要旨
を、Ｗeb等を通じて世界の研究者が閲覧できる学術雑誌
対象：同大学に所属する女性研究者（特任教員、研究員、技術職
員を含む。学生及び博士の学位を有しない研究生等を除く。）

大分大学 国立 2020 最大5万円

原則として10,000words 以下の未発表の学術論文（英語もしくは欧
語）
A) 国際的影響力のある査読付き学術誌への論文投稿を予定し、ネイ

ティブ校正を準備している論文の校正
B）国際的影響力のある査読付き学術誌への掲載が受理されている論文

の投稿料
対象：原則として本大学所属教員、特任教員、特任研究員等、職務に研
究活動を含んでいる女性

出典：
徳島大学：http://www.awasapo.tokushima-u.ac.jp/research_career/internationa_treatise.html
大分大学：https://diver.fab.oita-u.ac.jp/news/1013

・国内の大学で実施されているAPCを含む論文投稿・出版等の支援に関する情報の一例。（OA論文以外も支援の対象）



APCを含む論文投稿・出版等の支援に関する情報（一例） ③
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大学名 設置区分 年度 支援金額 備考

慶應義塾大学
私立 2020

原則として論文掲
載料の全額

審査により特に国際的影響力が高いと判断された海外学術論文誌に掲載
された論文（日本国内発行の外国語による学術論文誌は申請不可）
5万円を上限とする（日本国内発行の外国語による学術論文誌の申請
可）の補助もあり
対象：同大学専任教員

東洋大学 私立 2020 最大40万円

Scopus Sources シート記載の逐次刊行物である国際学術誌に掲載され
た論文
対象：同大学専任教員（教授、准教授、講師、助教、助手） 、研究セ
ンターの研究助手

明治大学 私立 2020 最大10万円

申請論文の本文が外国語で執筆されており外国語論文のみで独立して刊
行される刊行物等への投稿を予定する国際的な評価に耐えうる論文等
対象：同大学専任教員（助手を除く）及び特任教員、法人が給与等を支
給するポスト・ドクター

立命館大学 私立 2020 最大5万円

英文論文誌・国際会議等へ投稿を行う際に必要となる英語論文投稿費
英語論文校正費（上限3万円/1件）を助成もあり
対象：論文の校正・投稿時に同大学の正規課程に在籍する大学院生（年
度内初めての申請であること）

出典：
慶應義塾大学：http://www.recsat.keio.ac.jp/josei/kokusaironbun.html
東洋大学：https://www.toyo.ac.jp/ja-JP/research/gaku/357443/
明治大学：https://www.meiji.ac.jp/ken_jimu/khsi/khsi_c.html
立命館大学：http://www.ritsumei.ac.jp/ru_gr/g-career/fellow/doctor/article.html/?id=52

理工学部

・国内の大学で実施されているAPCを含む論文投稿・出版等の支援に関する情報の一例。（OA論文以外も支援の対象）


